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人」とする) をはじめとした非営利組織 (Not-for-Profit Organization: 以下
「NPO」とする) の存在感が増している。内閣府 NPOホームページによると、






調達は難しい状況にある。藤井 (2010, p. 15) によれば、NPOは、組織の外部環
境に多くの資源を依存せざるを得ないため、行政や企業とのパートナーシップ、
あるいは他の NPOや地域とのネットワークを基盤として活動する必要がある。 







行う NPOの影響力が拡大している。さらに、社会的責任投資 (Socially 
Responsible Investment: SRI) の進展など、CSRを組み込んだ企業が市場で評価
されるようになっている (谷本, 2006, pp. 38-39)。 
このような背景もあり、近年、NPOと企業のように異なるセクター1に属する組
織は、パートナーシップを形成し、協働している。NPOと企業のパートナーシッ
                                                 
1 セクター (活動部門) という概念は、ある特徴を持つ組織の集まり全体を指し示す言葉
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プは、企業が社会的責任を果たすための手段であり (Austin and Seitanidi, 
2012a; Seitanidi and Crane, 2009)、1つの組織や単独のセクターでは解決が困難
な社会的課題の解決に取り組む手段である (Austin and Seitanidi, 2012a; 
Googins and Rochlin, 2000)。たとえば、環境保護活動を行っている NPOは、同
じ考えを持った企業とパートナーシップを形成することで、NPOの資源不足を補




Mendez, Galera-Casquet, Seitanidi, and Valero-Amaro, 2016, p. 674; Bryson, 
Barbara, and Stone, 2006, p. 44)。また、パートナーシップという現象に対する
研究者の関心は高まっているものの、理論的な視点からの研究蓄積は未だ不十分
であるといわれている (大倉, 2014; 馮, 2013)。特に、パートナーシップにおける
コンテクストとの関連や関係性の複雑さは十分に理解されていない (Barroso-











によって作り出されるものであるという観点 (Feldman, 2007; Feldman and 
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プを形成した意図は、十分に検討されていないからである (Al-Tabbaa, Leach, 
and March, 2014; Harris, 2012; Herlin, 2015; Schiller and Almog-Bar, 2013)。
パートナーシップのもう一方の当事者である NPOの視点からパートナーシップを
研究することは、パートナーシップで生じる弊害のような、企業とは異なる NPO
の課題を明らかにするためにも重要である (Schiller and Almog-Bar, 2013, p. 
958)。 
 既存研究の 2つめの課題は、組織間で意味が共有される過程が十分に検討され








ンドを持ち、異なる領域で活動している場合が多い (Sutcliffe and Huber, 
1998)。そのため、パートナーに対する誤解や誤った解釈などの問題が生じる可能
性が高く (Vlaar, Van den Bosch, and Volberda, 2006)、組織間の相互作用によっ
て、お互いの相違点を理解し、克服していかなければならないのである 
(Seitanidi and Crane, 2009)。 





ある (Mintzberg, Ahlstrand, and Lampel, 2005, p. 156, p. 訳書 184)。特に、同
じ状況や出来事に対して異なる意味を形成するという現象を回避するためには、
組織間のセンスメーキング (sensemaking) を検討する必要がある。センスメーキ
ングによって、参加組織が既存の信念や想定を修正する (Fiss and Zajac, 2006; 
Gioia and Chittipeddi, 1991) ことは、目的や期待を組織間で一致させたり、パー
トナーに対する理解をより深めたりすることを可能にする。したがって、センス
メーキングは、こういった組織間の問題を解消するために不可欠な行動を導くの
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第１章  日本における NPO の特徴と現状 
第１節 はじめに 
日本では 1988年に特定非営利活動促進法が制定され、特定非営利活動法人 (以






































第２節 NPO とは何か 
第１項 非営利組織と NPO 
 Salamon and Anheier (1992, pp. 135-136) は、次の 5つの特性を持つ組織を非
営利組織として定義している。5つの特性とは、公式に組織化されていること 
(formal)、民間組織であること (private)、構成員に利益を分配しないこと (non-
profit-distributing) 、自己統治性があること (self-governing) 、自発的な組織で


























非営利組織の研究および現場における通説的な見解となっている (橋本, 2013, p. 














多い (雨森, 2012, pp. 11-13)。 
 本論文では、図 2の狭義の NPOにあたる「法人、非法人の区別なく、また分野
のいかんを問わず、市民が自主的に設立し、政府や企業とは独立に運営する非営
利目的の組織」(雨森, 2012, p. 13) を NPOと呼ぶこととする。また、図 2に記載
                                                 
2 Salamon and Anheier (1992) の定義には、利益の分配がなされる協同組合が、非営利




視できないものとなっている (吉田, 2009, p. 7)。 






図 2 非営利組織に含まれる多様な組織 
 
出所：大阪ボランティア協会編 (2004, p. 9)、「図 多様な NPOと定義上の関係」を筆者
が一部修正。 
 
第２項 NPO の存在理由 
NPOは、市民の個別性に対応した新しい公共的サービスを提供する第三の主体
として登場した存在である (松行・松行, 2004, p. 8)。Salamon and Anheier 


























































盤になっていると考えられる (小島, 1998)。 
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 NPOは上記の存在理由によって、行政セクター (state sector)、営利セクター 
(market sector) の組織とは異なる役割を担った市民社会セクター (civil sector) 
の組織として存在している。Waddell (2000, p. 112) によれば、ここでいうセクタ
ーは産業部門 (industrial sectors) ではなく、組織の活動部門を意味しており、す










行, 2004, pp. 7-9)。したがって、NPOは、行政セクターと営利セクターの組織が
提供できない財やサービスを提供する役割を担っているのである。 
 
図 3  3 つのセクター 
 
出所：Waddell (2000, p. 112)、FIGURE 1. “The Three Sectors” を筆者が一部修正。 
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 「市民が自由に自発的に社会的使命を持って社会的事業を行う非営利の組織」









可能性を社会に提示する社会的起業家精神を備えていることである(谷本, 1999, p. 
323; 2002a, pp. 15-16)。 
 そして、NPOが行う事業活動には、地域・市民のニーズに密着した柔軟性、ソ
ーシャル・イノベーションを生み出す先駆性・革新性、互いに協力し、ネットワ
ークを形成していく相互関係性という 3つの特徴がみられる (谷本, 2002a, p. 
16)。 
また、NPOに求められる機能や役割も時代とともに多様化しており、谷本 




























表 1 NPO の 3 つのタイプ 
 「慈善型」NPO 「監視・批判型」NPO 「事業型」NPO 
時期 伝統的 主に 1960 年代後半～ 
1970年代以降 

















寄付 寄付 事業収益 
出所: 谷本 (2002a, p. 17)、表 1-1「NPO 3 つのタイプ」を筆者が一部修正。 
 





として 1998年 3月 25日に公布され、同年 12月 1日から施行された。NPO法の
目的は、「特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等により、ボラン






表 2  特定非営利活動 
特定非営利活動とは以下のような活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に
寄与することを目的とする活動を指す 




第 5号：農村漁村又は中山間地域の振興を図る活動  




第 10号：人権の擁護又は平和の推進を図る活動  
第 11号：国際協力の活動 












p/about/toukei-info/ninshou-bunyabetsu (最終閲覧日：2017年 11月 30日)。 
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る必要がある4。1998年の制定当時は、第 1号から第 11号までの活動と第 17号
の活動が、特定非営利活動であった。その後、2003年の法改正で、第 12号から











                                                 
4 あくまでも主たる活動が当てはまればよく、すべての活動が当てはまらなければならな
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を判定する、パブリック・サポート・テスト (以下、「PST」とする) 等の 8つの




表 3  認定 NPO 法人の認定基準 
① パブリック・サポート・テスト (PST) に適合すること。 
② 事業活動において、共益的な活動の占める割合が、50%未満であること。 
③ 運営組織および経理が適切であること。  
④ 事業活動の内容が適切であること。 
⑤ 情報公開を適切に行っていること。 
⑥ 事業報告書等を所轄庁に提出していること。  
⑦ 法令違反、不正の行為、公益に反する事実等がないこと。  
⑧ 設立の日から 1年を超える期間が経過していること。 
出所：内閣府「認定のための手引き」https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/kiso_nin
teitetuduki.pdf (最終閲覧日：2017 年 10月 12日)。 
 




第１項 NPO 法人の主な活動分野 
図 4によると、最も多くの認定・仮認定を受けていない NPO法人が活動してい
る分野は、「保健、医療又は福祉の増進」(62.7%) である。また、「まちづくりの
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第２項 NPO 法人の財政状況 
 図 5は、特定非営利活動事業収益の財源別構造を示したものである。これによ
ると、認定・仮認定を受けていない NPO法人の主な財源は、「事業収益」
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依存する傾向にあるといわれている。しかし公的資金への依存によって、NPOが














第３項 NPO 法人の抱える課題 
 図 6によると、認定・仮認定を受けていない NPO法人 (76.8%) と認定・仮認




                                                 
7 『平成 26年度特定非営利活動法人に関する実態調査』では、認定・仮認定を受けてい












0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
認定・仮認定NPO法人
認定・仮認定を受けていないNPO法人
会費 寄附金 補助金・助成金 事業収益 その他収益
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 たとえば、図 7からは有給職員が「０人」である団体が、認定・仮認定を受け




















































 個々の NPOは、自らの存在理由を示すミッション (mission) を持っており、






















0人 1人 2人 3人 4人～5人 6人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上
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のドメインはミッションによって確定される (田尾, 1999, p. 92)。 













に違いがある (Thompson, 1967, p. 26, p. 訳書 36) 。 
また、ドメイン概念は、組織がタスク環境 (組織に直接的な影響を及ぼす環境) 
を構成する利害関係者との間で、資源の交換を通した依存関係にあることを示唆
している (藤田, 2001, p. 120)。なぜなら、ドメインは、恣意的にあるいは一方的
に設定できるわけではなく、タスク環境主体によって認められた時にのみ、ドメ
インを設定することができるからである。 
藤井 (2010, pp. 20-21) は、課業環境 (task environment) と社会環境 (social 
environment)8 (岸田, 1981, p. 57) に分けて NPOの組織環境を捉えている。課業
環境とは、「当該組織がその資源を依存し、協調、競争、規制を伴う組織および
その他 (たとえば、消費者) を含むもの」 (岸田, 1981, p. 57; 藤井, 2010, p. 20) 
であり、以下の 4つの要素に区分される。すなわち、①顧客、②原料や労働力、
                                                 
8 藤井 (2010) では、「全体社会的環境」という用語が用いられているが、岸田 (1981) は
「社会環境」という用語を用いているため、ここでは岸田 (1981) に従い、「社会環境」
とした。 













環境 (Thompson, 1967) と捉えることができる。そして、タスク環境を構成する
利害関係者は、①営利企業、②政府機関、③利用者 (問題を抱えた当事者)、④一


















                                                 
9一般の人びと、企業、地域の自治会からの寄付、篤志家からの寄付、遺贈、助成財団から


















行為を行う人たちである(田尾, 1997, p. 20)。 
組織という枠組みで NPOを考えれば、ボランティアはその構成員であり、組織
の存続には欠かせない。しかし、田尾 (1997, p. 21)が、ボランティアを「浮かん
では消える泡のようなもの」とたとえているように、ボランティアを組織に参加









                                                 
の助成、行政からの補助金、ボランティアの労働力や能力など。  
10 この場合の報酬は、金銭的なものだとは限らない。  
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ある (Eweje and Palakshappa, 2009, p. 340)。 
一方で、企業がステイクホルダーとの関係を調整するために、CSR活動を行う
ことの重要性は増している。CSR活動とは、「企業が法律で定められている以上
の広く社会に対して利益をもたらすために行う活動」(McWilliams and Siegel, 
2001, p. 117) である。CSR活動を通じて、よりポジティブで独特な企業のレピュ
テーションが育まれ、企業は、顧客 (Sen and Bhattacharya, 2001) や求職者 
(Turban and Greening, 1997) を惹きつけることができる。このように、企業の
高いレピュテーションとステイクホルダーの幸福は、株主の富の最大化と企業の












が多い (Selsky and Parker, 2005)。だが、Seitanidi and Crane (2009) や Austin 
and Seitanidi (2012b) は、形成 (選択)・実行 (デザイン) の段階だけでなく、展
開段階の 3つの段階でパートナーシップのプロセスを捉えており11、近年は、展開
                                                 
11 小島・平本 (2011a) は、パートナーシップを前史、形成期、実現期、展開期の 4つの














                                                 
期間に区分している。 
形成段階 





























第２節 日本における NPO と企業の関係の変遷とパートナーシップの定義 
第１項 NPO と企業の関係の変遷と 4 つの関係 
 馮 (2013, pp. 16-17) によると、日本における NPOと企業の関係は図 9に示し
た次の 4つの段階を経て、対立関係から協調関係へと変化している。   









 第 3期 (1990年代) は、企業と NPOの協力関係が構築されたが、その領域は企
業の本業とは無関係であった。バブル経済の崩壊によって、メセナ活動は縮小傾
向にあったが、当時の経団連 (現在: 日本経団連) は、経常利益の 1％を寄付する
「１％クラブ」と「社会貢献推進委員会」を設置し、企業に社会貢献活動を推進
させるための取り組みを始めた。また、1995年の阪神・淡路大震災を契機に NPO











図 9 日本における NPO と企業の関係の変化 
 
注）矢印の長さは両者の関係の距離を表し、矢印の太さは両者の関係の深さを表す。  




係へと変化しており、現在の NPOと企業の関係は、次の 4つに分けられる (谷本, 









































い、その売上の一部を寄付するコーズ・マーケティング (Cause Related 
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グ・アウト (crowding-out) (Young, 1998, pp. 280-281) と呼ばれる、寄付の減少
が起こる可能性もある (谷本, 2002b, p. 41)。 


















出するかが重要な課題であった。また、ほぼ同時期に、M&A  (Merger and 
Acquisition) という手法を用いて、他企業の全体を取り込み、内部化すること
で、自社の内部資源の欠落部分を補完しようとする企業が多く出現した (松行・松















と区別される(陳, 2005, p. 41)。戦略的提携は、企業同士が相互の目的を達成する
ために、戦略的な同盟の締結によって形成される関係である。この関係には一定
期間に限られるものの、協力あるいは共生の精神に基づく、互恵性 (reciprocity) 
が存在する (松行・松行, 2004, p. 15)。 












福祉の改善のような非経済的な目標が含まれること (Drumwright, 1996; 
Sakarya, Bodur, Yildirim-Oktem, and Selekler-Goksen, 2012) と、異なるセク
ターの組織によって形成されること (Bryson et al., 2006; Drumwright, 1996; 
Googins and Rochlin, 2000; Sakarya et al., 2012; Waddock, 1991) が挙げられ
る。 
 さらに、パートナーシップの場合には、参加組織が資源を出し合うという点が
強調される (Bryson et al., 2006; Googins and Rochlin, 2000; Waddock, 1991) 
12。たとえば、Googins and Rochlin (2000, p. 130) は、資源の移転が一方向にし
                                                 
12 Austin (2000) や Austin and Seitanidi (2012a) のように、資源の移転が一方向であっ
ても、パートナーシップに含んでいる論者もいる。Austin and Seitanidi (2012a, pp. 735-
744) によれば、パートナーシップのタイプは、フィランソロピーステージ、取引ステー
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か行われない関係はパートナーシップに含んでない。また、Bryson et al. (2006, 

















生み出し (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 43-44)、不平等な依存が引き起こすパワ
ーの不均衡は、弱い立場の行為者にとっては有害となる可能性がある。しかし、
Emerson (1962) によれば、相互依存は、依存の非対称性 (dependence 












and Seitanidi (2012a, pp. 729-730) が指摘するように、参加組織が資源を出し合うほう
が、パートナーシップで生み出される価値は大きくなる。 
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asymmetry) と両者の依存の総量 (joint dependence) の 2つの領域で同時に成り
立つものである。それゆえ、依存の非対称性の増加は、片方の行為者のパワーを
強くするが、同時に両者の依存の総量も増加させ  (Gulati and Sytch, 2007, p. 
32)、より強い依存関係を作り出す。その結果、パートナーは、お互いをより強く
認識するようになり、協働の成功に注力するようになるのである (Gulati and 
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第１項  前史 (外部環境との関わり方を選択する段階) 
 パートナーシップを形成する組織は、なぜパートナーシップを形成しようとす
るのであろうか。Seitanidi and Crane (2009) は、Earthwathcと Rio Tinto、
Prince's Trustと Royal Bank の 2つのパートナーシップの事例研究を行い、パー




的な目標を効果的に達成するために協働に参加する (Berger, Cunningham, and 
Drumwright, 2004; Eweje and Palakshappa, 2009)。また、参加動機は、しばし
ば利己主義と利他主義が混ざり合っており、組織や個人の私欲とも関係する。た
だし、組織や社会のために創造される価値と、組織の関心が関連するほど、パー
トナーシップが成果を生む可能性は高い (Austin and Seitanidi, 2012a, pp. 729-
730)。 
 既存研究は、各組織の活動や、経済的・非経済的な目標の達成に必要な資源の





力を持っているほど、パートナーシップが成果を生む可能性は高い (Austin and 
Seitanidi, 2012a, pp. 729-730)。 
特に、NPOにとって活動に必要な資源の獲得は、パートナーシップを形成する
主要な目的の 1つであり (Martinez, 2003; Selsky and Parker, 2005; 小島・平本, 
2011; 馮, 2013)、その背景には、小さな政府化による行政からの補助金や助成金





and Tsarenko (2011) が指摘するように、企業とパートナーシップを形成するこ





認知度やイメージを高める効果を持つ (Boenigk and Schuchardt, 2015; Simpson 
et al., 2011; 小島・平本, 2011)。たとえば、企業のホームページや CSR報告書等
でパートナーシップの活動が紹介されれば、NPOが単独で広報活動を行うより
も、認知度を高めることができる (Simpson et al., 2011)。それゆえ、無名の
NPOにとっては、強いブランド力を持つ企業とパートナーシップを組むことで、
寄付者やボランティアを増やすことが形成動機となる (Boenigk and Schuchardt, 
2015)。このように、企業とのパートナーシップは、NPOの将来的な寄付者や、








正当性の獲得 (Eweje and Palakshappa, 2009; Falck and Heblich, 2007; Matten 
and Moon, 2008; Martinez, 2003; Sharfman, Gray, and Yan, 1991; Wood, 
1991)、レピュテーションやブランド・イメージの改善 (Boenigk and 







                                                 
13 パートナーシップの一般的な活動である CRM (cause-related marketing) は、レピュ
テーションやブランド・イメージの改善だけでなく、消費者の広告に対する認知度を高め
る効果を持ち (Martinez, 2003)、NPOにとっても伝統的な寄付を懇願する方法よりも、
寄付を得やすい (Boenigk and Schuchardt, 2015) という利点がある。 
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あるいは想定」(Suchman, 1995, p. 574) である。正当性は個人が持つものの集合
体というよりも、一般化された (generalized)、集合的な認知であるという特徴が
ある (Bitektine and Haack, p. 50)。 
制度化パースペクティヴによれば、組織が存続し続けるためには、外部の環境
から正当性を獲得する必要がある (Fombrun, 1986; Sharfman et al.,1991; Singh, 
Tucker, and House, 1986)。正当性を獲得するために、組織は組織を取り巻く社会
的な価値観、規範などの「社会的必要と圧力によってできた自然的所産―反応性・
適応性をもった有機体」である制度 (Selznick, 1957, p. 5, p. 訳書 8) を組織内の
諸活動に取り込もうとする。その結果、類似した構造や手順、規範などに適応し
ていく同型化 (isomorphism)14 と呼ばれる現象が生じることとなる (DiMaggio 
and Powell, 1983)。   
制度には、法律や政策のような公式の制度 (formal institutions) だけでなく、
成文化されていない行動指針や自粛を促す個人の信念などの非公式の制度 
(informal institution) も含まれる (North, 1993, p. 360)。非公式の制度は、社会
的な規範、社会的な信念、価値観などに基づくものである (Khan, et al., 2015, p. 
470)。企業は法律のような公式の制度だけでなく、こういった社会的な圧力に応
じて、社会的な規範に準拠した CSR活動を行うのである (Campbell, 2007; Doh 




題に対する社会的圧力に応じた活動であり、米国の NGOである SAI (Social 
Accountability International) が公表している国際規格 SA8000 (Social 
Accountability 8000) に準拠することで、制度を組織活動に取り込もうと試みて
                                                 
14 DiMaggion and Powell (1983, pp. 150-154) によれば、同型化には強制的同型化 
(coercive isomorphism) 、模倣的同型化 (mimetic isomorphism)、規範的同型化 (norms 
isomorphism) の 3つのタイプが存在する。 
















る資源の必要性や各組織の戦略、社会的なトレンド (Seitanidi and Crane, 
2009) 、社会的規範や価値観などの影響を受けるのである。 














                                                 
15 ACE「協働企業紹介: リー・ジャパン株式会社」http://acejapan.org/wecando/cooperat
ion/lee (最終閲覧日 2018 年 4月 1日) 。  









第２項  パートナー選択の段階 
 他組織とのパートナーシップ形成を選択した組織は、参加者を特定する (小島・








選択基準として指摘されてきた (Austin and Seitanidi, 2012b; Holmberg and 
Cummings, 2009; Seitanidi and Crane, 2009)。これらの基準は、組織と組織の適









プ形成の促進要因であり (Austin and Seitanidi, 2012b; den Hond, de Bakker, 
and Doh, 2015; Wohlstetter, Smith, and Malloy, 2005; 横山, 2003)、パートナー
シップを維持し続けるためにも必要となる (Martinez, 2003)。 





















企業がパートナーを選択する際の認知に影響を与える要因の 1つである (Iyer, 
2003, p. 51)。  
ただし、近年の研究では、パートナーシップの形成前に必ずしもパートナー間
でミッションや社会的課題に対する問題意識が一致している必要はないといわれ




                                                 

























いパートナーの資源は有益なものとなる (den Hond et al., 2015, p. 193)。特に、
パートナーシップにおいては、パートナー間での資源の補完性が求められる
(Austin, 2000; Austin and Seitanidi, 2012a; den Hond et al., 2015; Iyer, 2003; 
Wohlstetter et al., 2005; 大倉, 2009; 馮, 2013)。資源を補完し合うことによっ
て、NPOと企業は、各組織の限界を克服することが可能となる (Iyer, 2003, p. 
54)。また、資源を補完し合うことは、急速に発展する環境に組織が対応し、存続
していくうえでも必要となる (den Hond et al., 2015; Kogut and Zander, 1992)。
それゆえ、補完性のある資源を持つ組織同士は、パートナーシップを形成する。 
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表 4 NPO と企業の間で移転／利用される資源 
  企業から NPO NPOから企業 
移
転 
資金 ○  






スタッフの時間 ○ ○ 
サービス ○ ○ 
第三者からの寄付 ○ ○ 
事業資産 ○ ○ 
ブランドネーム ○ ○ 








ションをより効果的に達成している (Iyer, 2003, p. 54)。 
 Iyer (2003) が指摘するように、パートナーシップにおいては、補完的資源の
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であり、資源の価値は固定的なものであるという伝統的な見方 (Feldman and 
Quick, 2009, p. 139) が存在すると推測される。 
一方で、資源の価値は固定的なものではなく、ダイナミックに作り出されてい
くものという視点での研究が行われるようになってきた (e.g., Feldman, 2004;  
Feldman and Quick, 2009; Feldman and Orlikowski, 2011)。この視点では、資
源の価値は、特定のフレームとの結びつきに依存するものであり (Feldman and 
Quick, 2009, p. 139)、客観的に存在するものではない。 
上述したように、伝統的には資源の価値は客観的に存在するものとして扱われ
てきたが、主観的なものとして扱う研究も増えている。このような現実の存在を
客観－主観で捉えるモデル (Burrell and Morgan, 1979) が、経営学・組織論の研






から成る実在の世界である」(p. 4, p. 訳書 7) ということを仮定している。つま













る」(Burrell and Morgan, 1979, p. 6, p. 訳書 9) という見解に基づいているため、主観的
説明の分析を強調する。一方で、法則定立的アプローチは、「科学的厳密性の規準に従っ
て仮説をテストする仮定」(Burrell and Morgan, 1979, p. 6, p. 訳書 10) に着目している
ため、体系的な手続きや手法に基づいた調査の重要性を強調する。  







ている」(Burrell and Morgan, 1979, p. 6, p. 訳書 9) との見解に基づく。それゆ
え、「人間はその外的世界で遭遇する状況に対して機械的あるいは決定論的な形




Lucea (2010) や Herlin (2015) は、パートナーシップの既存研究は客観主義的
な立場に立つ傾向があることを批判し、意味形成といった主観的なプロセスや
人々や組織間の相互作用が見落とされてきたと主張している。そこで本論文は、
Lucea (2010) や Sowa (2009) のように主観主義的な存在論を採用することで、資
源を人間の主観的な認識を通じて作り出されるものとして捉え直す。主観主義者
の人間性は主意主義の立場であるため、現実は「諸個人の意図的な（ないし有意
味な）行動によって生み出されたもの」(榊原, 2008, p. 51) であり、「人間は完全
に自律的であり自由意志を備えて」(Burrell and Morgan, 1979, p. 6, p. 訳書 9) 
いる。つまり、主観主義的な立場は、決定論者よりも「より創造的な役割を人間








いう限界がある（Bhaskar, 1979, p. 26, p. 訳書 23; 榊原, 2008, p. 51）。 
Berger and Luckmann (1966) は上述の伝統的なモデルを統合し、こういった
問題の解消を試みている (Bhaskar, 1979, pp. 40-41, p. 訳書 36)。彼らのモデル
では、「人間 (もちろんひとりきりで生活している人間ではなく、その集団生活に
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おける人間) とその社会的世界とは相互に作用し合」(Berger and Luckmann, 
1966, p. 78, p. 訳書 94) い、「社会は客観的現実として存在すると同時に主観的




てはじめて客観的な現実となりうる」(藤田, 2007, p. 293) のである19。 
以上から、本論文は、基本的には現実は個人あるいは組織によって生み出され
るという主観主義的な考え方に基づくが、作り出された創造物は客観的な現実と
して存在し、創造者に対して働きかけるものである (Berger and Luckmann, 




当事者の視点から「主観のフィルターを通した」(Hatch and Cunliffe, 2013, p. 
12, p. 訳書 19) 現実を捉えようとする認識論は、解釈主義的認識論と呼ばれてい
る。「同じ場所と時間に共存している現実」であっても、「そこに関わる人次第
で、異なる理解と解釈が存在する」可能性がある (Hatch and Cunliffe, 2013, p. 
12, p. 訳書 19) 。それゆえ、「真理は知っている人と関連し、直接関与する個人













ージ」が、一種の客観的な社会的現実として成立することになる  (藤田, 2007, pp. 293-
294)。 






造の設計 (Andreasen, 1995; Arya and Salk, 2006; Austin, 2000; Bryson et al., 
2006; Googins and Rochlin, 2000)、規則や規制の公式化 (Das and Teng, 2000)、
覚え書きの作成 (Seitanidi and Crane, 2009)、リーダーシップ・ポジションの構
築(Austin, 2000)、組織構造の決定 (Berger et al., 2004)、パートナーシップのマ



















る。Simpson et al. (2011) によれば、NPOは企業から主に資金提供を受けている
場合、規則、契約、行動基準などを成文化することが多い。Das and Teng (2000)  
が指摘するように、規則や契約などを成文化することは、パートナーの機会主義
的行動を防ぎ、コストの負担や責任の所在を明確にする。NPOと企業の信頼関係








 Seitanidi and Crane (2009, pp. 419-420) は、実験 (experimentation)、適合、














も重要である。Al-Tabbaa et al. (2014, p. 666) が指摘するように、パワーの不均
衡はパートナーシップにおいて潜在的に存在する問題である。 
しかしながら、パワーの不均衡は必ずしも阻害要因となるわけではない。











本 (2011) や後藤 (2009) によっても指摘されている。パートナーシップにおいて
解決すべき問題や解決策などは、具体的な場で出現するものであり、参加者は具









Wohlstetter et al. (2005) や大倉 (2014) においても指摘されており、特に、パー
トナーとなる組織同士を結びつける役割が重要だといわれている (Wohlstetter et 
al., 2005, p. 421)。しかし、従来の研究では、推進者の役割については十分な検討




織同士の相互作用 (Clarke and Fuller, 2010; Selsky and Parker, 2005) や仮想チ
ーム (Seitanidi and Crane, 2009) のような場における相互作用を通じて形成され
ていくものである。 
相互作用は、異なるセクターに属する組織のメンバーが、コンテクストを共有
するために必要なものである (小島・平本, 2011, p. 24)。NPOと企業のようにパ
ートナー間に大きな違いがある場合には、単に情報を交換するだけでは、パート
ナーに対する誤解や目的の不一致といった問題を解決することは困難であるため 
(Vlaar et al., 2006, p. 1629)、コンテクストを共有していかなければならない。コ
                                                 
20 協働アクティビストは、協働の形成・実現・展開のために「自らの資源  (時間、コミッ
トメント、人的ネットワーク、名声等) を進んで投じ」(小島・平本, 2011, p. 21)、パート
ナーシップを成功に導こうとする参加者である。1つのパートナーシップには複数の協働
アクティビストが存在する。 


















共有する世界として」もあらわれる (Berger and Luckmann, 1966, p. 37, pp. 訳
書 33-34)。「間主観性 (intersubjectivity) とは、人びとの間で発生する主観的体
験の領域であり、この領域が歴史観や文化を共感している感覚をもたらす」
(Hatch and Cunliffe, 2013, p. 34, p. 訳書 55)。そして、この「間主観的に形成さ










いく過程を明らかにする必要がある。しかし、Lucea (2010) や Herlin (2015) が
指摘するように、既存研究は主観的な意味形成の過程に十分に注意を払ってこな








シップの「制度化」(Seitanidi and Crane, 2009) が必要となる。制度化とは、パ
ートナーシップの取り組みやプロセスが組織の一部として受け入れられることで
ある。組織間の関係だけでなく、メンバー間の信頼やコミットメントのような関
係的要因 (relational factors) が構築 (Barroso-Mendez et al., 2016) されること
で、パートナーシップはより強固なものとなる。 





 次に、「個人的な親密化 (personal familiarization)」のステップがある。この
ステップでは、組織レベルよりも個人的な関係が構築され、一緒に昼食をとると
いった非公式的な時間を個人間で共有することが求められる。 
 また、Austin and Seitanidi (2012b, p. 941) によれば、制度化は、パートナー
間で集合的な価値フレームを形成していくプロセスでもある。パートナーが持つ
価値フレームの違いは、パートナー間でのコンフリクトを引き起こす可能性があ





化する場合もある (Arya and Salk, 2006; Seitanidi, 2008; 大倉, 2011)。 
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た研究が不足していることもあり (Herlin, 2015; Lucea, 2010)、参加組織の認識










存研究では、特に NPOに生じるネガティブな影響が検討されている (e.g., 
Martinez, 2003)。ネガティブな影響とは、寄付者やボランティアなどの NPOの
ステイクホルダーが、企業とのパートナーシップに対して懐疑的になったり 
(Boenigk and Schuchardt, 2015)、社会から NPOの存在理由を問われ、経営資源
の供給源を失ったりすることである。 



































く、上述したようなネガティブな影響が生じる可能性 (Andreasen, 1995; 



































るが (Austin and Seitanidi, 2012a; Seitanidi and Crane, 2009)、本論文では資源
の適合に関連した課題を提示した。組織の存続や活動に必要な資源の確保は、パ
ートナーシップの主な形成動機であり、既存研究では、どのような資源がパート















互作用 (Clarke and Fuller, 2010; Selsky and Parker, 2005) や仮想チーム 
(Seitanidi and Crane, 2009) のような場における相互作用を通じて形成されてい
くものである。単なる情報交換のみでなく相互作用が重要となるのは、NPOと企
業のようにパートナー間に大きな違いがある場合には、単に情報を交換するだけ














に注意を払ってこなかった (Herlin, 2015; Lucea, 2010)。また、コンテクストを

























ーミングの活動に着目して明らかにする。第 8章では、She with Shapla Neerを
対象として事例研究を行う。本事例研究によって、異なるコンテクストに置かれ
ていた参加組織間で、どのようにフレームが共有されていったのかを解明する。 
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第 4 章 研究方法 

























事例：She with Shapla Neer 
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第３章  形成段階に関する研究の理論的視点の提示 
第１節 はじめに 




























theory) (Meyer and Rowan, 1977)、組織エコロジー (Hannan and Freeman, 
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1977)、そして、資源依存パースペクティヴ (Pfeffer and Salancik, 1978) である 
(Wry, Cobb, and Aldrich, 2013)。 
1982年までに、資源依存パースペクティヴの代表的な文献である The External 
Control of Organizations  (Pfeffer and Salancik, 1978) は、他の 2つのパースペ
クティヴよりも注目を集めていたものの、1980年代の終わりには、資源依存パー
スペクティヴの影響力は下火になっていった (Wry et al., 2013, pp. 442-443)。し
かし、2000年半ば頃から、再び注目を集めている (Katila, Rosenberger, and 
Eisenhardt, 2008, p. 321; Wry et al., 2013, p. 456)。また、資源依存パースペク
ティヴは、M&A、ジョイント・ベンチャー、戦略的提携などの研究領域で扱われ
ることも多く、組織間関係論の代表的なパースペクティヴの１つとして位置づけ
られている (Hillman, Withers, and Collins, 2009; 山倉, 1993; 小橋, 2013)。 
資源依存パースペクティヴは、オープン・システムアプローチ  (Thompson, 





としたパースペクティヴである (Wry et al., 2013, p. 442-445)。 
1970年代後半までに、環境が組織に与える影響は非常に重視されるものとなっ
ていった (Hatch and Cunliffe, 2013, p. 67, p. 訳書 108)。オープン・システムア




である (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 1)。 
また、資源依存パースペクティヴは、オープン・システムアプローチと同時期
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患者を必要とし、開業医だけが患者を病院へ紹介できる場合のみ、病院は開業医
に依存することになるのである (Thompson, 1967, p. 30, p. 訳書 42)。 
このように、他の組織の資源や能力に組織が依存している場合、その資源や能
力を提供する組織は、パワーを持つ。つまり、依存とはパワーとは正反対のもの

























しない (藤田, 2001, p. 123)。それゆえ、組織は彼ら自身が必要とする資源を持つ
他の組織に依存するのである (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 2)。 
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場合に依存性を規定する (Pfeffer and Salancik, 2003, pp. 45-50)。 



























である (Wry et al., 2013, p. 446)。 
Thompson (1967) も指摘するように、資源を欲する組織が供給源の組織に依存
している場合、供給源の組織は、資源を欲する組織に対してパワーを持つ。この
ような組織間の非対称関係 (パワーの不均衡) (山倉, 1993, p. 37) が生じる場合に
は、組織は供給源の組織にパワーを行使される可能性があるため、組織は依存性
に対処しようとするのである (Pfeffer, 1992, pp. 26-27)。  
Pfeffer and Salancik (2003) では、自律化戦略、協調戦略、政治戦略という 3
つの戦略が、依存を調整する方法として指摘されている (山倉, 1993)。まず、自
律化戦略は、依存を吸収・回避するために、自らがコントロールできる領域を拡
大することを目的とする (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 113)。具体的には、合併
や買収、垂直的統合、部品の内製化などの行動を指す。次に、協調戦略は、自身
の依存の状況を作り変えようとするものである (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 
113)。この戦略では、組織は依存を認めたうえで、他組織との間で、折衝により
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的に操作しようとするものである。正当性の獲得や政府の規制、ロビー活動など




のの (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 40-43)、既存研究では双方向性についての研
究が不足していた。しかしながら、近年は依存の双方向性を考慮した定量研究が
行われるようになっている。 
近年の研究は、依存を非対称依存 (asymmetry dependence) と共同依存 (joint 
dependence) に区別して捉えることの必要性を主張している (Casciaro and 




なる(Casciaro and Piskorski, 2005; Emerson, 1962; 入山, 2017)。しかしなが
ら、これまでの研究は非対称依存と非対称依存が生み出すパワーのダイナミクス
のみを扱っており、共同依存は十分に検討されてこなかった (Gulati and Sytch, 
2007, p. 32)。 
依存の双方向性に注目した Casciaro and Piskorski (2005) 以降、非対称依存だ
けでなく共同依存に着目した研究が行われるようになっている (Dress and 







(Casciaro and Piskorski, 2005, p. 171)。 
  
                                                 
21 これら 3つの戦略のうち、NPOと企業のパートナーシップは、依存を認めたうえで、
NPOと企業の間で安定した関係を形成しようとする協調戦略にあたる。  





どのように存在するものなのだろうか。Pfeffer and Salancik (2003, p. 13) によ
れば、組織の環境は客観的に存在するもの、あるいは与えられた現実ではない。




Pfeffer and Salancik (2003, pp. 72-73) は、Weick (1979) に依拠し、組織の環
境はイナクトされるもの、すなわち注意と解釈のプロセスを通じて作り出された
ものであると主張した。「イナクトメント」とは、「経験の特定の部分をさらに
注意するために囲い込むこと」(Weick, 1979, p. 45, p. 訳書 58) である。囲い込ま
れたものは「組織にとってただちに環境となるのだが、その環境は」組織や個人
自らの行為によって生み出されたのである (Weick, 1979, p. 154, p. 訳書 199) 。
そして、組織によって作り出されるイナクトされた環境は、組織の行為に影響を
与える (Pfeffer and Salancik, 2003, p. 71)。 このように、Weick (1979) は、イ
ナクトメントの概念を用いることで、「組織のリアリティーの源泉が実は主体的






(山中, 2012, pp. 9-10)。 
では、組織における資源の重要性 (resource importance) は、どのように規定
されるのであろうか。Pfeffer and Salancik (2003, p. 46) によれば、資源の重要




















































おり、必ずしもその価値は生み出されるものとして扱われていない (Feldman and 








おいてどのように使用されるかによって規定されるのである (Feldman and 
Orlikowski, 2011, p. 1246)。 


















者 (e.g.Garfinkel, 1967; Polanyi, 1967) によって紹介された言葉である (Maitlis 
and Christianson, 2014, p. 60)。今では、センスメーキングは組織の研究におい
て非常に重要なトピックの1つとなっているが、最初に組織のセンスメーキングを
論じたのは、Weick (1969) のThe Social Psychology of Organzing であるといわ
れている (Maitlis and Christianson, 2014, p. 61)。 
1980年代までに、センスメーキングの研究は、人びとが環境をイナクトメント




ケーススタディーが行われるようになっている (Maitlis and Christianson, 2014, 
p. 61)。 
このように、センスメーキングは、組織論の領域において急速に注目を集めて
おり、危機への対応と組織学習 (Catino and Patriotta, 2013; Christianson, 
Farkas, Sutcliffe, and Weick, 2009; Weick, 1990, 1993, 2010)、戦略形成や戦略
転換 (Cornelissen and Clarke, 2010; Gioia and Chittipeddi, 1991; Rerup and 
Feldman, 2011; Sonenshein, 2009, 2010) といった多様なテーマに関連付けて研
究されている。また、組織内のセンスメーキングだけでなく、組織の境界を超え
たセンスメーキング (Cornelissen, Mantere, and Vaara, 2014; Danneels, 2003; 
Jørgensen, Jordan, and Mitterhofer, 2012; Khaire and Wadhwani, 2010; Medlin 
and Tornroos, 2014; Rafaeli and Vilnai-Yavetz, 2004; Santos and Eisenhardt, 
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第２項 センスメーキングの定義と特徴 
 Weick (1995, p. 4, p. 訳書 5) によれば、センスメーキングは、文字通り意味 





こと」(p. 6, p. 訳書8) としてセンスメーキングを定義している。センスメーキン
グの重要な特徴は、「真実を発見すること」よりも、「理解を作り出す (意味を決
定する) ように経験を編成することで、真実を創造」しようとすることである 
(Hatch and Cunliffe, 2013, p. 35, p. 訳書57)。センスメーキングにおいては、世
界は「生の形」で所与として存在しているものではなく、組織内の行為者が利用
可能なフレームを用いて構築していくものとして捉えることができるのである 
(Cornelissen and Clarke, 2010, p. 542)。 
また、センスメーキングは、混乱を伴うような状況において特に重要となる。
なぜなら、こうした状況下で行為者にとって問題となるのは、「意味が少なすぎ








の意味するものについて何らかのセンスが得られるのである (pp. 27-28, 
p. 訳書 37)。 
 
このように、センスメーキングには多義的な現象を理解するために行われるとい
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出し、もっともらしく解釈することで、進行中の出来事を理解しようとする活動





釈 (interpretaion)、行為 (action) の 3つの要素が含まれる (Daft and Weick, 
1984, p. 286; Thomas, Clark, and Gioia, 1993, pp. 240-242)。以下では、それぞ
れの要素について説明する。 
 




















解釈 行為 環境 










しているのである (pp. 13-14, p. 訳書 18)。 
 
以上から、センスメーキングは単に解釈することを指すのではなく、「自分たち


























行中の事象の中から誰か (放射線医師) が辻褄の合わない手掛かり (X線の中の外





成する」(Weick, 1995, p. 13, p. 訳書 17) ことが、「単なる解釈 (すでに文脈とし















が高いと考えられるのである (Weick, 1995, pp. 3-4, 訳書 p. 4)。 
では、センスメーキングはどのような時に生じるのであろうか。Maitlis and 




ける医者のストライキ (Meyer, 1983) や大学生の人口構成の変化 (Milliken, 




からなくなっているといった、アイデンティティが揺らいでいる状況 (入山, 2016, 
p. 130) である。3つめの計画された変革は、これまでの 2つの現象とは異なり、
少なくとも組織の中にその出来事を予期したり、計画したりした人が存在する。













りが位置づけられることが必要となるのである (宇田川, 2015, p. 17)。 
 フレームは、社会運動論の領域で着目されてきた概念であり、個々人が持つも
のだけでなく、集合的に作り出されるものとしても研究が進められてきた 






たフレーム  (collective action frames)22」(Benford and Snow, 2000, p. 614) 
                                                 








交渉の結果」(Gamson, 1992, p. 111) として存在するため、個々人が持つもので
はなく、集合的なものとして扱われる。したがって、本論文では、「人工的に作
り出される『社会的な出来事にあてがわれる主観的な意味を規定する組織の原
則』(Goffman, 1974, p. 11)」(Cornelissen and Werner, 2014. p. 197) をフレーム
と定義する。 
フレームは、出来事や事件が意味のあるものになることを助け、経験を組織化
し、行為を導く機能を持つ (Benford and Snow, 2000, p. 614)。個人や組織はフレ
ームを用いることで、環境の特定の側面に注意を払ったり(Kaplan, 2008)、言及さ




が積極的に外界の刺激にかかわりつつ理解が進められていく」(山岸, 2001, p. 102) 
が、スキーマやスクリプトは、人が外部からの刺激を理解する際に使用される知
識のことを意味している。 







ろう (山岸, 2001, p. 102)。 
スクリプトは、「ある特定の状況で行われるであろう一連の行動についての知
識」(森, 2004, p. 133) であり、「スキーマの中でも特に一連の系列的行動、シナ
                                                 
するために用いられるフレームとして collective action frames を捉えているため、「組織
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準拠枠 (frame of reference) は「個人の意見、態度、判断、行動などの基準と





〔ママ〕」(Sherif and Sherif, 1964, p. 54-55, p. 訳書
74) と定義される。ある社会的単位を自身の準拠集団とする個人にとっては、その
社会的単位のもつ規範が規準となり、その規準によって行動が査定される (Sherif 










って、相互作用を通じて構築されるという特徴を持つフレーム (Kaplan, 2008, p. 
730) で概念を統一する。 





(Weick, 1995, p. 51, p. 訳書 70)。「社会的コンテクストは、コミットメントのプ
ロセスを通じて人びとの行動を縛るものであり、彼らの過去の活動についての情
報の突出度に影響を与え、それらの活動の合理性あるいは正当性を制約する規範
や予期を規定するもの」(Salancik and Pfeffer, 1978, p. 233) である。このよう






















く、観察者によって作り出されるものである (Pfeffer and Salancik, 2003)。 
このように、資源依存パースペクティヴは、イナクトメントによって環境自体
が作り出されることを指摘し、決定論的な側面だけではなく、主意主義的な側面
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(カッコ内は筆者加筆) (pp. 12-13, p. 訳書 16)。 
  





 また、本論文の存在論 (何を現実とみなすか) と認識論 (どのように現実を知る
ことができるか) の立場からも、質的調査は適切であるといえる。主観主義的な存
在論では、「主観的な認識から切り離して外部の現実や客観的現実を知ることは
できない」(Hatch and Cunliffe, 2013, p. 15, p. 訳書 24) ことが前提となってい
る。それゆえ、当事者の視点から「主観のフィルターを通した」(Hatch and 
Cunliffe, 2013, p. 12, p. 訳書 19) 現実を知る必要がある。こうした考え方は、解
釈主義的な認識論と呼ばれている。 
Hatch and Cunliffe (2013) によれば、解釈主義の認識論には次のような前提が
ある。 
 






ない、ということを意味している (p. 12, p. 訳書 19)。 
 
Hatch and Cunliffe (2013) は、「同じ場所と時間に共存している現実」であって
も、「そこに関わる人次第で、異なる理解と解釈が存在する」可能性を指摘して
いる。つまり、解釈主義では、「真理は知っている人と関連し、直接関与する個







性」をはらんだものである (Gergen, 1999, p. 48, p. 訳書 73) 。さらに、事実と
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は、ある状況においてのみ存在するものであり、「状況を超えた事実というもの






















で、 調査対象者の視点から、ある事柄を説明・理解しようとするのである  (抱
井 ,2015, p. 54)。 
以上から、主観主義的存在論では、現実は主観から切り離すことができないた
め、解釈主義の認識論において主張されるように、研究者は、当事者の視点から
















(Eisenhardt, 1989; Jick, 1979; Pratt, 2000)。また、後述するグラウンテッド・セ
オリー・アプローチにおいても、データの収集に複数の収集方法を用いることが
推奨されている (戈木, 2014a, p. 39)。さらに、一次データと二次データを組み合
わせることは、回顧的なバイアスを削減するうえでも有効な手段である (Santos 
and Eisenhardt, 2009, p. 647)。 
 








の東京事務所にて、2015年 3月から 2017年 7月の間に 5回行った。すべてのイ
ンタビューは録音し、その後、文字化した。 
















































年 5月 21日、8月 12日）に参加し、追加的な情報を得た。 
 
表 5  太陽油脂社員に対するアンケート調査の質問項目 
 
1. 「She with ShaplaNeer」事業への貴社の参加理由についてお聞かせください。  






加理由全体を 100％とするとそれぞれ何％ずつくらいでしたでしょうか。  
 
































表 6 NPO 法人シャプラニールに関する調査概要 

















クラフトリンク K 氏 2015年3月26日 インタビュー調査 (シャ
プラニール東京事務所に
て) 
クラフトリンク I 氏 2016年7月28日 インタビュー調査 (シャ
プラニール東京事務所に
て) 
クラフトリンク N 氏 2017年5月27日 インタビュー調査 (シャ
プラニール東京事務所に
て) 
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(Grounded Theory Approach: 以下、「GTA」とする)(Charmaz, 2006; Glaser 
and Strauss, 1967; Corbin and Strauss, 1990; 戈木, 2010, 2013, 2014a, 2014b, 








た「質的革命」に強い影響力を及ぼしている (Charmaz, 2006, p. 8, p. 訳書 12)。
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GTAとは、「データを基にして (ここから groundedと名付けられている) 分析を
進め、単なるデータの要約にとどまらず、データの中に出てきた現象がどのよう
なメカニズムで生じているのかを示す『理論』を産出しようとする研究法である 
(ここから theoryと名付けられている)」(戈木, 2014a, p. 33)。なお、GTAにおけ
る「理論」は、データから抽出された概念同士の関係を文章で表したストーリー









ずである (戈木, 2014c, p. 38)。GTAは、こういった各人の認識から切り離すこと
のできない体験を捉えることを目的としている。 
 GTAは、「ある状況が異なる状況に変化するプロセス」を捉える際に有用な研
究法であるといえる(戈木, 2014a, p. 38)。また、「人びとがどのように意味と行為
を創造し、再現し、変化させていくのか」を検討するための研究法である










過程の省察や結論の『妥当化』にとってきわめて有益である」(大谷, 2008, p. 
40)。 



















にし、生データの塊が意味する諸概念を識別すること」(Corbin and Strauss, 
1990, p. 195, p. 訳書 265) を意味する。具体的には、小分けにしたデータを比
較・概念化・カテゴリー化する過程のことを指し、「数量化」を目的とするので
はなく、「他のコード、および文脈や行為の帰結との関係を質的に分析する」こ
とを狙いとする (Kvale, 2007, p. 105, p. 訳書 160)。このように、あらかじめ決め
られたコードをデータに付与するのではなく、データからコード自体を作り出す









る。この点は、理論的飽和についても同様である (戈木, 2016, p. 108-110)。 
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造や関係」を明らかにして、研究者が「直接言われたことの向こう側を見」るた
めに必要な作業である (Kvale, 2007, p. 108, p. 訳書 164)。これにより、分析者
は、各データをより深く捉えることが可能となる。また、分析者のバイアスがか
かったデータの分析を回避することができ、多角的な見方をすることが可能にな
る (戈木, 2016, p. 39)。 
 以下では、上述した切片化したデータをコード化していく手順についてみてい
く。GTAのコード化は、(1) オープン・コード化と (2) アキシャル・コード化の






‘看護師になって 2年目’」(戈木, 2016, p. 64) となる。プロパティとディメンショ
ンは、概念抽出の土台づくり、カテゴリーを把握するヒントの提供、カテゴリー
同士の関係づけ、変化パターンの表示、データ解釈の説明という 5つの役割を持











ばれる、状況 (条件) (condition)、帰結 (consequence)、行為／相互行為 
(action/interaction) にカテゴリーを分類する。状況 (条件) は、ある現象のスタ
ート時点の状況を表す。帰結 (consequence) は、行為／相互行為の結果としての
状況である。行為／相互行為は、その状況の中で生じる出来事や、状況に対して
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ン、すなわち GTAにおける理論を作成する (戈木, 2016, p. 130)。 



















                                                 
24 GTAでは、アキシャル・コード化で十分な数の現象が把握できたら、より大きめの現






























第１項 NPO 法人シャプラニール 
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してきた団体であり、外務大臣特別表彰 (1989年)、毎日国際交流賞 (1993年)、
朝日社会福祉賞 (2005年) などを授与している。 
 組織のミッションは、「南アジアの貧しい人びとの生活上の問題解決に向けた
活動を現地と日本国内で行い、すべての人びとがもつ豊かな可能性が開花する社





塚, 2016, p. 73)。 
 シャプラニールの職員数は 37名 (東京事務所 19人、バングラデシュ事務所 13




She with Shapala Neer は、シャプラニールのフェアトレード部門であるクラフ
トリンクが中心となって行っている。 











                                                 
25 シャプラニール「団体概要」https://www.shaplaneer.org/about/outline/ (最終閲覧日
2017年 11月 2日)。 
26 クラフトリンク「クラフトリンクについて」http://www.craftlink.jp/org.html（最終閲
覧日 2017 年 11月 2日）。 
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「③バングラデシュやネアパールの文化を日本に伝え、互いに共生できる社会を






図 12 クラフトリンクの売上高 
 
出所：シャプラニール『年次報告書 2012』、『年次報告書 2016』を基に筆者作成。 
 
第２項 She with Shapla Neer 









                                                 
27 クラフトリンク「クラフトリンクについて」http://www.craftlink.jp/org.html（最終閲







2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
売上高（単位：万円）

































                                                 
28 K氏に対するインタビュー調査より (2015年 3月 26日)。 
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表 8 She with Shapla Neer の形成段階の流れ 
年月日 出来事 段階 






2010年 2月 • シャプラニールが石けんの取り扱いを決定する。  
2010年 5月 • JETROの 2010年度開発輸入実証事業に She with 
Shapla Neer が採択される。 
パートナー
選択の段階 
 6月 • シャプラニールが、太陽油脂や Sell The Challenge
へ協力を依頼する。 
 
第１項 前史 (石けん事業自体を検討する段階) 
 2009年当時、シャプラニールは手工芸品の販売数が低迷しているだけでなく、
その状況を打開するための対策も打ち出せない状況にあった。クラフトリンクの















                                                 
29 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
30 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
































                                                 
31 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
32 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 

































                                                 
33 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 












第２項 パートナー選択の段階  
















                                                 
34 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
35 A氏に対するインタビュー調査（2015年 8月 26 日）。 
36 A氏に対するインタビュー調査より (2016年 3月 31日)。 
37 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 






























                                                 
38 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
39 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
40 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 

















シャプラニールのセンスメーキングは、表 9に示すように 3回行われた。 
 
表 9 本事例における手掛かりとフレーム 
























                                                 
41 A氏に対するインタビュー調査より（2015年 8 月 26日）。 
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表 10 本事例におけるフレーム 
フレーム 時間 2009年 2010年 
事
業 








































































































































表 11 状況：石けんの取り扱いを決める前の段階 




































































































表 12 行為：石けんの取り扱いを検討する段階 



























































































































表 13 帰結：企業とのパートナーシップを検討する段階 


































































成の動機 (表 14) について述べる。太陽油脂のパートナーシップ形成の動機は、
主に 3つある。 




















表 14 状況：太陽油脂のパートナーシップ形成の動機 





















                                                 
42 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
43 B氏に対するアンケート調査より (2015 年 6月)。 































































































三菱地所と NPO法人えがおつなげて (以下、「えがおつなげて」) のパートナー
シップ事業である「空と土」プロジェクトである。このパートナーシップでは、












数は連結で 8,474名 (2016年 3月 31日現在) である。2015年度の売上高は 1兆





                                                 
44 『三菱地所グループ CSR報告書 2011』より引用。 
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を中心とした住宅事業であり、図 16に示したように、この 2つの事業が、グルー





図 15 三菱地所の主要財務指標 
 
出所: 日経 Value Search。 
 




































 119  
 




場)、開拓館アネックス (事務所)、えがおファーム (農場)、本部 (事務所) 、東京
事務所を設けている。 
 平成 23年度は、常勤の有給スタッフが 19人、非常勤の有給スタッフが 3人の
合計 22人のスタッフで活動を行っている (インタビュー調査時)。平成 25年度の
えがおつなげての経常収益は、5,486万 7, 885円である。 
 えがおつなげての活動拠点の 1つである山梨県北杜市は、2004年に北巨摩郡に
属する 7町村45の合併により誕生した。2006年には、同郡の小淵沢町を合併して
いる。2017年 3月 1日現在の総人口は、47, 699人46、総面積は、602.89平方キ
ロメートルで、山梨県の総面積の 13.5%を占めている。また、北杜市の市役所が
ある旧須玉町の人口は 2017年 3月 1日現在 6,126人だが、人口は、中核工業団地
のある南部に集中している。そのため、北部の増富地区は、過疎化と高齢化が進










作放棄地率が最も高かったことも理由としている (曽根原, 2011)。 
えがおつなげてのミッションは、「農を中心とした地域共生型のネットワーク
社会を創ること」である。このミッションを達成するために「都市農村交流事業
                                                 
45 長坂町、高根町、大泉村、白州町、武川村、須玉町、明野村。 
46 山梨県北杜市ウェブサイト「人口・世帯数」より引用 (https://www.city.hokuto.yaman
ashi.jp/docs/1386.html 最終閲覧日 2017年 3月 28日)。 
47 Ｗ氏に対するインタビュー調査より(2011 年 6月 1日)。 
48 2005年農林業センサスより。 

































                                                 
49 Ｗ氏に対するインタビュー調査より (2011 年 8月 29日)。 































                                                 
50 三菱地所は、2008 年～2010 年度までの行動計画である「アクション 2010」を踏ま
え、2011 年度に長期経営計画「BREAKTHROUGH2020」を打ち出した。この経営計画
では、事業領域を 2つに再整理した。ひとつは、資金投下によるデベロップメント事業を












が、丸の内再構築計画の目的である (三菱地所株式会社, 2011a, p. 10)。 
丸の内の再構築計画では、「ソフト戦略」と呼ばれる取り組みが推進されてき
た。ソフト戦略は、「ハードがオフィスビル自体の機能や品質を追及するのに対











新たなアイデアを創出することを目指している (蛯谷、2008, p. 43)。 






事業領域」における No.1 の地位を確立し、グループの拡大を目指している (三菱地所株
式会社, 2011a, p. 5-7)。 





























の実現に貢献する」(三菱地所株式会社, 2011b, p. 4) ことである。2009年には、
今後の 3～5年間で、社会貢献活動として三菱地所が重点的に取り組む 3つのテー
マが定められた。3つのテーマとは、環境経営、経営資源を活かした新しい社会貢
                                                 
51 T氏に対するインタビュー調査より (2011 年 12 月 2日)。 
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献活動、活力のある職場の実現・活力のある人財の育成、である (三菱地所株式会






























                                                 
52 T氏に対するインタビュー調査より (2011 年 12 月 2日)。 
































                                                 
53 T氏に対するインタビュー調査より (2011 年 12 月 2日)。 





表 16 三菱地所レジデンスのマンション分布 
埼玉県 6件 神奈川県 7件 
千葉県 3件 山梨県 0件 























































                                                 
54 W氏に対するインタビュー調査より (2011年 10月 30日) 
55 三菱地所グループ内から T氏が選んだ他部署の人のことを指す。 
56 W氏に対するインタビュー調査より (2011年 10月 30日) 
57 T氏に対するインタビュー調査より (2011 年 12 月 2日)。 








第３項 NPO 法人えがおつなげての状況 























                                                 
58 W氏に対するインタビュー調査より (2011年 8 月 29日)。 
59 W氏に対するインタビュー調査より (2011年 8 月 29日)。 








図 17 NPO 法人えがおつなげての収益61 
 





月」とする)」との連携事業は、2005年から 2011年 (インタビュー当時) まで継
続されている。 
                                                 
60 W氏に対するインタビュー調査より (2011年 6 月 1日)。 
61 えがおつなげてが公表している「収支報告」は、平成 25年度までであるため、平成 25
年度までの情報を記載した。 






平成25年度 平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度
会費収入 45,552 82,216 74,440 131,880 343,162
補助金収入 1,125,416 5,767,178 212,675,887 81,025,581 49,364,243
助成金収入 6,688,111 357,000 0 0 0
委託事業収入 7,754,542 8,747,821 36,121,140 36,412,146 37,648,598
事業収入 37,784,342 27,714,644 23,789,902 20,753,605 19,630,298
寄付金収入 46,160 71,000 1,074,385 2,237,157 454,391
単位：円
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表 17 NPO 法人えがおつなげての連携事業（抜粋） 














































                                                 
62 花豆は標高 1000mの高地でなければ栽培できないため、山梨県の増富地区の特産物と
なっている。 
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表 17に示したように、三菱地所では、CSR活動を行うために、「ソフト面の付





































第１項 CSR 活動の活動領域の決定 







































































第２項 CSR 活動の活動地域の決定 
 三菱地所の活動地域の選択には、「都市農村交流活動は、既存の事業とは異な
る活動である」(フレーム③) というフレームが影響を与えていた。 

































































                                                 
64 Ｗ氏に対するインタビュー調査より (2011 年 6月 11日)。 
65 Ｗ氏に対するインタビュー調査より (2011 年 8月 1日)。 
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てこなかったことがある (Herlin, 2015; Lucea, 2010)。 
しかし、パートナーシップのような組織間関係では、参加組織が異なる解釈や
理解を発展させ、パートナーに対する誤解や目的の不一致といった問題が生じる







(Clarke and Fuller, 2010; Seitanidi and Crane, 2009; Selsky and Parker, 2005; 





め (Weick, Sutcliffe, and Obstfeld, 2005, p. 409)、異なる目的や期待を持つ集団

























ものかをフレームワークの中に置くこと」(Weick, 1995, p. 6, p. 訳書 8) としてセ
ンスメーキングを定義している。また、センスメーキングは単に解釈することを
指すのではなく、「自分たちの解釈するものを自分たちが生成する」(Weick, 





含まれる (Daft and Weick, 1984, p. 286; Thomas et al., 1993, pp. 240-242)。ス
キャニングは、組織に影響を与える重要な出来事や問題を特定するために、組織
内外の環境を探索することである (Thomas et al., 1993)。このプロセスにおい
て、行為者は「経験の特定の部分をさらに注意するために囲い込むこと」(Weick, 
1979, p. 45, p. 訳書 58) である「イナクトメント」を行い、注意を払うもの、す
なわち「手掛かり」を抽出する。次の解釈の段階では、行為者は、手掛かりを解
釈し、有意味なものにする。解釈は、情報の意味を理解するために、情報に意味
のあるラベルをつけることを意味する (Thomas et al., 1993)。そして、この解釈











フレームの中に位置づけられ、関係づけられることが必要」(宇田川, 2015, p. 17) 
となるからである。つまり、フレームは意味から影響を受けるが、フレームも意





な意味を規定する組織の原則』(Goffman, 1974, p. 11)」(Cornelissen and 
Werner, 2014. p. 197) であり、行為を導く機能を持つ (Benford and Snow, 2000, 
p. 614)。つまり、フレームを用いることで、環境の特定の側面に注意を払ったり 
(Kaplan, 2008)、製品や市場に対する推測を生み出したり (Benner and Tripsas, 
2012)、言及されていない側面に注目し、新しい推測をすることが可能となるので
ある (Weick, 1995)。 
社会運動論の領域では、特に「組織化されたフレーム (collective action 
frames)」(Benford and Snow, 2000, p. 614) が重要だといわれてきた。なぜな
ら、組織化されたフレームを聴衆が受け入れれば、活動家は社会運動のような集
合的な活動に聴衆を参加させることができるからである。組織化されたフレーム





的再配向 (reorientation) (Fiss and Zajac, 2006; Gioia and Chittipeddi, 1991) や
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新たな見方の創造、より整合性のある理解などが必須だからである (Maitlis, 
2005; Vlaar et al., 2006)。組織間関係の参加組織は異なるコンテクストに埋め込
まれている場合が多いため、同じ状況に対して異なる解釈や理解を発展させ 
(Vaara, 2003)、コンフリクトが生じる可能性もある (Shankarmahesh, Ford, and 
LaTour, 2004)。このような問題を回避するために、組織間関係の参加組織は、状




ば、Vlaar et al. (2006)は、公式化 (formalization) (Vlaar et al., 2006) と呼ばれ
るプロセスを通じて、参加組織間が「役割、規則、手順、構成された活動、権威
関係の枠組み」(Weick, 2001, p. 116) を作り出すことを指摘している。これら
は、参加組織のメンバーが、彼らの意見や信念、目的を明確に表現することを可
能にする (Blomqvist, Hurmelinna, and Seppanen, 2005)。それゆえ、組織間関
係において生じる対立の解消にメンバーが積極的に関わり、お互いの視点を変化





























り、意味を表現する行為、あるいは意味の構築のことを指す (Benford and Snow, 








ず、決定は延期されることもある (Kaplan, 2008, p. 736)。 
組織化されたフレームを生成する代表的なフレーミングは、次の 4つである
(Benford and Snow, 2000; Snow et al., 1986; Werner and Cornelissen, 2014)。
第 1に、橋渡し (bridging) あるいは結合 (llinking) である。これは、あるイデオ
ロギーから見れば問題や課題とみなされる現象に対し、そのような現象を問題や
課題とみなすイデオロギーと結合させることである。これは、主に社会運動と個
人の間で生じるプロセスである。第 2の増幅 (amplification) は、既存の価値や信
念を理想化、装飾、説明、活性化することである。既存の文化的価値、信念、ナ
ラティブ、民衆の知恵といったものとフレームとの関係性を強めることで、聴衆
がフレームに共鳴する可能性を高めるのである。第 3に、拡大 (extension) は、
社会運動組織の関心やフレームを、最初の段階よりも聴衆の関心に近いものとし
て拡大させることである。第 4に、変換 (transformation) は、古い理解や意味を
変換し、新しい理解や意味にすることである。 
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上述の 4つのフレーミングはよく知られているが、Werner and Cornelissen 
(2014, p. 1455) は、これらの分類はかなり抽象的で、記述的であるとして批判






(Werner and Cornelissen, 2014)。また、このような代替的なフレームを探索する






したのである (Rao, Monin, and Durand, 2003)。 
次に、ブレンディングは、複数のスキーマを概念的に統合したり、再整理した
りすることである (Battilana and Dorado, 2010; Glynn and Lounsbury, 2005; 
Khaire and Wadhwani, 2010; Werner and Cornelissen, 2014)。ブレンディング
は、初期のスキーマと明らかに敵対するものではなく、初期のスキーマの性質を
受け継いでいる場合もある。また、一方の性質が他方の性質を修正することもあ






いうアイデアを生み出した (Battilana and Dorado, 2010)。 
 上述したフレーミングのプロセスを通じて、社会運動の活動家は組織化された
フレームを聴衆に受け入れてもらおうとする。Benford and Snow (2000) によれ
ば、組織化されたフレームを聴衆に受け入れてもらうには、共鳴の程度を高めな




フレームの共鳴の程度を変化させる要因として、Benford and Snow (2000) 
は、フレームの信頼性 (credibility) とフレームの顕著さ (salience) という 2つの
要素を指摘している。以下では、それぞれの要素について説明する。 
   
２-１ フレームの信頼性 
 フレームの信頼性は、次の 3つの要素から構成される。それは、フレームの一
貫性、経験上の信頼性、フレームの表現者の信頼性である (Benford and Snow, 


















(あるいは) 組織に、ステータスまたは (あるいは) 知覚された専門性があるほど、
その表現者によるフレーミングや主張の説得力は増し、受け手の共鳴度高くな
る。たとえば、Benford and Snow (2000) によれば、核軍縮運動の組織は、彼ら
の主張に説得力を持たせるために、ユージーン・キャロル海軍大将やダニエル・
エルスバーグなどの専門性を持ったメンバーを募った。 










連の深さ (experiential commensurability)、ナラティブの忠実度 (narrative 



































































































































情動とは、「特定の原因や対象に対して抱く一時的な感情」 (Grandey, 2008, 
p. 236) と定義されるもので、近年、センスメーキングの促進要因としても注目さ
れている (Cornelissen et al., 2014; Dougherty and Drumheller, 2006; Holt and 
Cornelissen, 2014; Maitlis and Christianson, 2014; Maitlis, Vogus, and 
Lawrence, 2013; Rafaeli and Vilnai-Yavetz, 2004)。 
情動は、基本情動と自己意識的感情 (self-conscious emotion) に分類される。
基本情動とは、普遍的で生得的なものであり、急激に生じるものである。何を基
本情動とするのかは、研究者によって違いがあるが、多くの研究者は、喜び 
(joy)、悲痛 (distress)、怒り (anger)、恐れ (fear)、驚き (surprise)、嫌悪 
(disgust)、の 6つの情動を基本情動としている(Evans, 2001, p. 5, p. 訳書 7)。 
一方で、自己意識的感情は、社会的な基準と自身の行動を比較するのみでは生
じず、自身に対する他者の評価に対して自身が抱く情動である (Leary, 2007, p. 
329)。たとえば、誇りは「私は社会的に価値のある成果に対して貢献した」、あ
るいは「私は社会的に価値のある人間だ」と思う時に生じる (Leary, 2007, p. 
332)。このように、自己意識的感情は、基本情動とは異なり、本源的に社会的な
ものである。自己意識的感情には、愛 (love)、罪悪感 (guilt)、恥 (shame)、て
れ・決まりの悪さ (embarrassment)、誇り (pride)、羨み (envy)、妬み (jelousy) 
などが含まれる (Evans, 2001, pp. 20-21, pp. 訳書 26-27)。 
情動は、予期されない出来事や危険をはらむ出来事など、特定の手掛かりに対
して人びとが注意を向けるように促すため (Ohman, Flykt, and Esteves, 2001; 
Weick, 1990)、センスメーキングの既存研究では、センスメーキングの必要性を
気づかせる合図 (Frijda, 1994) として捉えられている。それゆえ、なぜある出来
事はセンスメーキングを生じさせたが、別の出来事はセンスメーキングを生じさ
せなかったのかを明らかにするために、情動に着目することは有用であるといわ
れている (Maitlis et al., 2013)。 
既存研究の多くは、危機的な状況のような混乱を伴う状況におけるネガティブ
な情動の影響に着目している (Cornelissen et al., 2014)。なぜなら、混乱してい
る状況では、恐れや絶望のような激しいネガティブな情動が生じやすく、それら
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は、組織の変革を妨げる可能性があるからである (Maitlis and Sonenshein, 2010, 
p. 566)。 
一方で、ネガティブな情動が持つ拡散しやすいという特徴は、ポジティブな情
動よりもセンスメーキングを促進する可能性もある (Cornelissen et al., 2014; 
Maitlis et al., 2013; Stein, 2004)。たとえば、リーダーは、組織のメンバーにネガ
ティブな情動を生じさせることによって、変革の必要性を作り出すことができ






ンのレパートリーを増やしたりする (Fredrickson, Tugade, Waugh, and Larkin, 
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表 19 情動がセンスメーキングに与える影響に関する既存研究 
  
例 センスメーキングに与える影響 




知覚させる (Maitlis et al., 2013) 
 共通のフレームの構築を促進する 
(Cornelissen et al., 2014) 
ポジティブ 喜び  個人が注意を向ける範囲を 
拡 大 さ せ る  (Maitlis and 
Sonenshein, 2010) 
 より創造的な意味の形成を 






さ せ る  (Maitlis and Sonenshein, 
2010) 













いのか、正しいのかあるいは誤りなのかについて」(Morgan and Hunt, 1994, p. 
25) 組織間で異なる考えを持っていたとしても、センスメーキングを通じて一方が
考え方を変えたり、共通の考え方を持つようになれば、協働的な活動において何
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第８章 実行段階における組織間フレーミングに実体験と自








































表 20 現地 NGO のスタッフに対するアンケート調査の質問項目68 
 
1. ABOUT YOU 
i. What is your name, age and gender? (name:       , age:, gender:) 
ii. How long have you been working for ○○○?  (years) 
iii. What is your role at ○○○? (Please write any comments below) 
iv. When did you become engaged in the She Soap project?      (since) 
v. How are you involved in the She Soap project? (Please write any comments below) 
 
2. BEFORE YOU WERE INVITED TO JAPAN 
i. Before you were invited to Japan, had you recognized the necessity to ensure your 
personal safety? 
                                                 
66 セイクレットマークは、バングラデシュの NGO プロクリティから独立した、フェアト
レード商品の制作部門である。マイメイシンで石けん工房を運営している  






(最終閲覧日 2017年 9月 13日))より引用。 
68 実施時には、「○○○」に所属 NGO の団体名を記載した。 
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(Please check the most appropriate answer) 
□ strongly recognized    □ recognized    □ not recognized    □ not at all 
recognized 
ii. Before you were invited to Japan, had you felt that the soap quality standards required 
by ShaplaNeer and Taiyo Yushi was too severe? 
   (Please check the most appropriate answer) 
□strongly felt   □felt   □not felt    □not at all felt 
iii. Did you have any difficultiesin understanding when you were given the instructions 
by the staff of ShaplaNeer and Taiyo Yushi? If so,what were the difficulties? (Please 
write any comments below) 
 
3. WHENYOU VISITED JAPAN  
i. How did you feel to see various divisions at departments in Isetan Department 
Store? 
   (Please write any comments below) 
ii. When you visited Isetan Department Store and saw their various departments, did 
you think that you need to improve the quality of She Soap？(Please check the most 
appropriate answer) 
 □strongly thought   □thought    □not thought  □not at all thought 
iii. How did you feel when you visited and saw the factory of Taiyo Yushi? 
(Please write any comments below) 
 
4. AFTER YOU VISITED JAPAN 
i. What did you change about your production work? 
   (Please check the all appropriate answer) 
   □producing process   □work place   □working clothes   
   □other  
(                              ) 
ii. Has the quality of the soap improved? 
   (Please check the most appropriate answer) 
 □highly improved  □improved  □slightly improved  □not improved 
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iii. After returning to your home country, is there anything that you thought about and 
you improved your product other than your being instructed by the staff of 
ShaplaNeer and Taiyo Yushi? 
























A氏 2015年8月26日 インタビュー調査 (シャプラニール
東京事務所にて) 2016年3月31日 
K氏 2015年3月26日 インタビュー調査 (シャプラニール
東京事務所にて) 
I氏 2016年7月28日 インタビュー調査 (シャプラニール
東京事務所にて) 
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た、シャプラニールが定期的に開催している講演会 (2016年 10月 22日、2017










を知ることはできない」(Hatch and Cunliffe, 2013, p. 15, p. 訳書 24) ことが前
提となっている。それゆえ、解釈主義の認識論では、当事者の視点から「主観の







究法である (戈木, 2014a, p. 38)。また、「人びとがどのように意味と行為を創造
し、再現し、変化させていくのか」を検討するための研究法でもある (Charmaz, 
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GTAのコード化は、オープン・コード化と呼ばれる手法であり、収集されたデ
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 たとえば、佐藤 (2012) は、バングラデシュの生産者たちによる石けんの品質改
善の取り組みについて次のように述べている。 
                                                 
69 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 
70 K氏に対するインタビュー調査より (2015年 3月 26日)。 
































































                                                 
71 K氏に対するインタビュー調査より (2015年 3月 26日)。 
72 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
73 I氏に対するインタビュー調査より (2016年 7月 28日)。 

















表 22 日本招聘時のスケジュール 
招聘 1日目  伊勢丹新宿百貨店の店舗見学 
招聘 2日目  日本のフェアトレード市場に関する講義 
 クラフトリンク商品の梱包・発送作業を行っている倉庫で検品作
業を見学 
招聘 3日目  渋谷にあるフェアトレードショップを訪問  
招聘 4、5日目  太陽油脂の工場見学、研修 
出所：秋庭 (2012, pp. 8-9)より筆者作成。 
 
                                                 




年 3月 26日))。 





























                                                 
76 伊勢丹ウェブサイトより引用 http://isetanparknet.com/beautyapothecary/02/ (最終閲
覧日 2016 年 12月 3日)。 
77 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 9月)。 
78 A氏に対するインタビュー調査より (2016年 3月 31日)。 
79 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 9月)。 



























(秋庭, 2012, p. 8) と述べている。 
                                                 
80 K氏に対するインタビュー調査より (2015年 3月 26日)。 
81 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
82 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 































                                                 
83 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
84 B氏に対するアンケート調査より (2015 年 6月)。 
85 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 































                                                 
86 A氏に対するインタビュー調査より (2016年 3月 31日)。 
87 B氏に対するアンケート調査より (2015 年 6月)。 
88 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 


























                                                 
89 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 







92 K氏に対するインタビュー調査より (2015年 3月 26日)。 































                                                 
93 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 
94 M氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 

































































                                                 
95 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日) 
96 A氏に対するインタビュー調査より (2016年 3月 31日)。 































                                                 
97 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
98 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8月 26日)。 
99 A氏に対するインタビュー調査より (2016年 3月 31日)。 



















る」 (西垣, 2013, pp. 79-80)101。センスメーキングは、感覚から受けた印象やジェ
スチャー、表現、情動を通じた身体的な反応を基にしても行われる(Cunliffe and 
Coupland, 2012, p. 77)。つまり、意味は「私たちの経験の全体」を通して形成さ
れるものである (Maitlis and Christianson, 2014)。こういった前提を踏まえれ
ば、日本招聘時に、店舗見学と工場見学で生産者自身が体験したことは、意味の









て、このバラは高くつくだろうな、とつぶやくだけかもしれない(西垣, 2013, p. 80)。これ
は、色の質感に対してその人が持っているフレームや意味の違いが、同じ真っ赤な大輪の
バラに対する解釈の違いをもたらしている例といえる。  
























表 23 現地での指導 
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1. いくつかの石鹸は、要求された長方形の形にならなかった。 




















































































































































































表 24 日本招聘時の指導 





















































































































































































































































































                                                 
102 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8 月 26日)。 






























                                                 
103 D氏に対するアンケート調査より (2016 年 11月)。 
104 A氏に対するインタビュー調査より (2015年 8 月 26日)。 






表 25 帰結：日本招聘時に生産者たちに生じた情動 
ラベル テキスト (カッコ内は筆者加筆) ソース 
【カテゴリー：基本情動】 
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表 26 状況：シャプラニールー太陽油脂の間でのフレームの共有 





































































































 本事例では、石けん製造に対する指導だけでなく、She with Shapla Neer での
石けん作りそのものにかかわることで、生産者たちの内面に表 27に示すような変








表 27 帰結：生産者たちの精神的な変化105 






































                                                 
105 生産者たちの精神的な変化については、マハグティの代表による講演会においても確
認された (2017 年 8月 12日開催)。 

















































は、コーヒーの輸入販売の事業に着手している。She with Shapla Neer を始める
前は、コーヒーの事業が頓挫するなど、手工芸品以外の商品をシャプラニールは
扱っていなかったが、現在は、手工芸品以外の消耗品にも着手している。この現

















表 28 帰結：She with Shapal Neer の展開段階 


































































































































































ーに対する誤解といった問題を回避することは困難である (Vlaar et al., 2006, p. 
1629)。それゆえ、「どのような行動、目標、施策が重要なのかあるいは重要でな
いのか、適しているのかあるいは適していないのか、正しいのかあるいは誤りな
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他者や他組織に受け入れられる必要があることを主張した。第 8章では、She 
with Shapla Neer の事例研究を行い、シャプラニール・太陽油脂によるフレーミ
ングによって、石けんの生産者たちが組織化されたフレームをなぜ受け入れたの
かを明らかにした。 
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